
光アスコン(株)　28年度財務諸表　（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部

【流動資産】 【  533,284】 【流動負債】 【  747,222】

【固定資産】 【2,970,671】 【固定負債】 【1,653,508】

　有形固定資産 1,672,603 負債合計 2,400,730

　無形固定資産 4,303 純資産の部

　投資その他の資産 1,293,765 【株主資本】 【  1,103,225】

　資本金 82,602

　利益剰余金 1,020,625

　自己株式 △ 2

純資産合計 1,103,225

資産合計 3,503,9553,503,9553,503,9553,503,955 負債・純資産合計 3,503,9553,503,9553,503,9553,503,955

金額

売上高 1,956,345

売上原価 1,269,151

売上総利益 (687,194)

販売費及び一般管理費 303,860

営業利益 (383,334)

営業外収益 6,391

営業外費用 26,227

経常利益 (363,498)

特別利益 1,410

特別損失 112,843

税引前当期純利益 (252,065)

法人税、住民税及び事業税 100,106

当期純利益 (151,959)(151,959)(151,959)(151,959) 貸倒引当金

Ⅰ　株主資本

１　資本金 前期末残高 82,602

当期変動額 0

当期末残高 82,602

２　利益剰余金

（１）利益準備金 前期末残高 6,300

当期変動額 0

当期末残高 6,300

（２）その他利益剰余金

別途積立金 前期末残高 18,000

当期変動額 0

当期末残高 18,000

繰越利益剰余金 前期末残高 844,366

当期変動額 151,959

当期末残高 996,325

利益剰余金合計 前期末残高 868,666

当期変動額 151,959

当期末残高 1,020,625

３　自己株式 前期末残高 △ 2

当期変動額 0 165,213株

当期末残高 △ 2 165,213株

株主資本合計 前期末残高 951,266

当期変動額 151,959

当期末残高 1,103,225

純資産合計 2,000株

前期末残高 951,266 2,000株

当期変動額 151,959

当期末残高 1,103,2251,103,2251,103,2251,103,225

平成19年4月1日以降に取得したもの・・・法人税法に規定する定率法

平成19年3月31日以前に取得したもの・・・法人税法に規定する旧定率法

平成19年4月1日以降に取得したもの・・・法人税法に規定する定率法

平成28年4月1日以降に取得したもの・・・法人税法に規定する定額法

自己株式の種類及び株式数に関する事項

自己株式（種類及び株式数）

前期末株式数（発行済普通株式）

当期末株式数（発行済普通株式）

内容

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外の

ファイナンス・リース取引については通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理方法によっていま

す。

普通株式（自己株式）

当期増加株式数（自己株式）

当期末株式数（自己株式）

（イ）建物

平成10年3月31日以前に取得したもの・・・法人税法の規定に関する旧定率法

平成10年4月1日以降に取得したもの・・・法人税法の規定に関する旧定額法

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数に関する事項

発行済株式

普通株式（発行済株式）

項目名

②消費税等の会計処理

内容

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権について法人税法の規定による法

定繰入率により計上するほか、個々の債

権の回収可能性を勘案して計上していま

す。

３．株主資本等変動計算書（自平成28年4月1日　至平成29年3月31日）

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

その他

項目名

①リース取引の処理方法

②無形固定資産

定額法を採用しています。

引当金の計上基準

①有形固定資産

２．損益計算書（自平成28年4月1日　至平成29年3月31日）

科目

平成19年4月1日以降に取得したもの・・・法人税法に規定する定額法

（ロ）建物附属設備及び構築物

（ハ）（イ）及び（ロ）以外

平成19年3月31日以前に取得したもの・・・法人税法に規定する旧定率法

期末時の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法によって処理し売却原価は移動平均

法により算定しています。）

イ　満期保有及びその他のもの

移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法を採用しています。

固定資産の減価償却の方法

１．貸借対照表（平成29年3月31日現在） ４．個別注記表（自平成28年4月1日　至平成29年3月31日）

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

ア　売買目的のもの


